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年間6,000枚

前年比4.5％増加 年間平均５％増加

項目 高校生の採用人数

累計15,000枚
(年間平均5,000枚）

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 紙の購入量(年間）

現状（2024年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

・2022年4名採用
→2025年まで2名以上増員

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

・2022年現在33ユニット
→2025年まで462ユニット取得
・２０２３年までに災害発生時用に大型
土のう袋１００枚、ブルーシート10枚を
常備

・HV車への移行を進め、3年間で2台増加し目標を達成。な
お、今後省エネ効果を期待して新船を導入する予定。

項目 建設部門の完成工事高年増率

三側面
（分野に☑）

現状（2024年） 更新時（3年後）

・学生の雇用促進に向けた取り組み 現状（2024年） 更新時（3年後）

・ＣＯ2排出量の削減
→2022年比で2025年5％削減

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

実績無し

前期の指標に対する実績

3名

・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該
当する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値および
更新時（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

・2022年現在33ユニット
→2025年まで75ユニット取得
・２０２３年までに災害発生時用に大型
土のう袋50枚、ブルーシート10枚を
常備しておく

前期の指標に対する実績

・CPDSのユニット取得による社員の技術向上
・災害発生時の迅速対応による被害拡大防止

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

・講習参加を推奨した結果、目標を大幅に達成し、個人のス
キルアップにも繋がった。
・災害発生時に備え、大型土のう袋・ブルーシート等の資材
を確保した。その結果、熊本市消防事業所認定事業所とし
ての認定を受けた。

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a

・採用活動を積極的に実施し、3名の採用に成功したもの
の、自己都合による退職者が発生したため、目標達成は出
来なかった。しかしながら、採用活動を通じて若年層の応募
があり、従業員の平均年齢が下がるなどの一定の成果が見
られた。今後も引き続き採用活動に積極的に取り組んでい
きたい。

・2022年4名採用
→2025年１名増員

a

社会

経済

環境

社会

経済

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」
と「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

自治体や各加入団体と連携のもと、安心・安全な商品やサービスを提供していく。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

地球温暖化への取り組み
ＣＯ2排出量の削減
→2022年比で2025年5％削減

・地元若手社員（10～30代）の採用

経済

環境

事業者名 株式会社隆勢

自社の強みである多種多様な事業に加え、年齢・性別関係なく社員自らが考えて行動する体制を構築し、組織繁
栄を通して社会貢献する企業を目指す。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

・ペーパーレス化への取り組み

・建設部門における完成工事高の向上による、「住
み続けられるまちづくり」への貢献


